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この一年は企業に対する評価基

準が大きく変わった一年であり、

当委員会での議論は非常にタイム

リーな意味を持つものであったと

思います。「企業は経済行為だけ

でなく、その社会的責任も見直さ

なければならない」と多くの経営

者が認識していて、たいへん議論

がしやすかったと感じました。

委員会の議論を提言にまとめる

にあたって、哲学的なこと、理想

的なことを掲げるだけでなく、そ

の中で実践的可能性のある内容を

より多く盛り込むことに腐心しま

した。今回の提言では企業の文化

支援活動を中心に論じています

が、企業は「なぜ行うのか」「誰

に、何を、どうやってするのか」

をオープンにしなければいけませ

ん。そしてすべてのステークホル

ダーの納得を得る必要がありま
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概要　
文化の振興・活性化に向けた企業の役割
や、日本の経済社会における文化関連産
業のあり方について検討し、7月4日に提
言を発表した。

副委員長・（委員55名）
・植村裕之
（三井住友海上火災保険取締役社長）
・浦野文男
（ペンタックス取締役社長）
・金代健次郎
（ベネッセコーポレーション取締役）
・塚本能交
（ワコールホールディングス取締役社長）
・西塚英和
（日本航空顧問）
・村上輝康
（野村総合研究所理事長）

す。また、単にお金を出すのでは

なく、自らが持つ人・モノ・金・

情報・サービス等を活用すること

が、従業員のモラルアップや意識

向上、企業の活性化につながるの

です。これが「文化支援活動の

“経営性”を高める」ということ

の要点だと考えています。

提言のもうひとつの柱が、「事

業の“文化性”を高める」という

点です。これに関しては、「自ら

の思いを持ち続けながら、世の中

の流れを感じた中で進めていく」

ことが最も大切だと思います。ポ

リシーと世の中の風、このバラン

スをとることが肝要です。企業の

文化性を社会に浸透させていく過

程では、変える勇気と変えない勇

気、この両方を持っていなければ

ならないのです。

当委員会が示したのは、ひとつ

の考え方です。併せて、数多くの

ケース・スタディも提言に載せま

した。こうした実際の事例を参考

に、ぜひ、皆様の企業の中に社会

的文化性を採り入れ、育てていっ

てほしいと思います。業態や規模

によって切り口は様々だと思いま

すが、企業の文化性を社会貢献的

に活用する方策を考えていただき

たいのです。

私は、一定レベルの生活が確保

された中で、心の豊かさを求め感

性を磨く、ゆとりある生活が送れ

るような社会を作っていかなけれ

ばならないと考えています。バブ

ル崩壊後、企業にも社会にも、経

済的価値に重きを置く傾向が見ら

れます。しかし、経営者は、「企

業が社会の常識や文化に支えられ

ている」ということを忘れてはい

けません。企業が永続するために

は、その基盤である社会、文化を

企業が支えていくという好循環が

構築されなければならないと思う

のです。
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※提言は15～16ページに掲載。


